
 

伴走型小規模事業者支援推進事業 

経済動向調査報告書 
 

令和４年度 鉾田市商工会 
 

  鉾田市内の地域経済を支える小規模事業者は、長引く新型コロナウイルス感染症の影

響で売上の減少が長期化する中、ウクライナ情勢による原油高や原材料の価格高騰も加

わり厳しい経営環境にある。       

一方、経営者自身の高齢化や後継者不足の中、「働き方改革」の課題や最低賃金引き

上げへの対応等、事業継続や雇用維持など大きな課題に直面している。   

 そこで、伴走型小規模事業者支援推進事業として、鉾田市の事業者に景況感や経営上

の問題点に関するアンケート調査を実施する。収集した情報は事業者に提供するだけで

なく、商工会としても事業者に対する効果的な支援策の立案に役立てるものである。 

         

 

［アンケート調査概要］ 

調査時期   令和 4 年 10 月 1 日～10 月 31 日 

調査対象   関係事業者 70 件 

       （内訳） 

          小売業   20 件 

          サービス業 20 件 

          建設業   15 件 

          製造業   15 件 

調査方法   郵送後、返信用封筒にて回収 

回答数・回収率（70 件中） 70 件・100％ 

 

 

 

［集計結果］  別添の通り 

 

 

 

 

 

 



（1）売上高について（前年度比） 

 
 

（2）売上高の減少割合について 

 
 

（3）新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症による事業活動の影響について 
 

 



（4）新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症による具体的な影響について（上位 3 位まで） 
 

 
 

 

（5）新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症への対策・対応について 
 

 
 

 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策・対応の内訳（上位３位まで） 

 
 

 



（6）新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症関連の各種支援の利用について 

 

 
 

 

 
（7）原油価格・原材料価格高騰による影響について 

 

 
 

 

 

 

 



価格高騰の影響の内訳（上位３位まで） 
 

 
 

（8）事業環境変化を見据え、事業継続・売上増に向けての取組について 

 
 

事業継続・売上増の取組内訳（上位３位まで） 
 

 



（9）従業員の雇用状況について 

 
 

1.従業員の過不足感 

 

 
 

2.「不足」選択事業者の今後の対応 
 

 

 



（10）事業の承継について 

 
 

1.後継者について 

 
 

2.商工会からの事業承継の支援について 

 

 



（11）経営上の問題点について（上位 3 位まで） 
  

 
 

（12）経営の相談相手について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総括                                           

（１）売上の状況 

『売上高の状況（前年度比）』は、サービス業・製造業で「減少」と回答している事

業者が、小売業・建設業で「横ばい」と答えた事業者が最も多く、厳しい環境が続いて

いることがわかる。 

売上が減少している事業者の割合は、建設業が 33％、小売業が 40％であるのに対し、

製造業では 47％、サービス業では 50％と、売上が減少している事業者の割合が多くな

っている。『売上高の減少割合』においても、小売業で「10％未満」の減少と回答した

事業者が最も多いのに対して、サービス業・建設業・製造業では「10％～30％」の減少

と答えた事業者が最も多くなるなど、業種ごとに新型コロナウイルス感染症による影響

に差が生じていることが伺える。 

 

（２）新型コロナウイルスへの対応 

 次に、『新型コロナウイルス感染症による事業活動への影響』をみると、小売業・サ

ービス業では５割以上の業者が、建設業では 33％、製造業では 20％の事業者が、新型

コロナウイルス感染症による影響を受け現在もその影響から回復していないと回答し

ている。 

 『具体的な影響』では、小売業・サービス業・製造業が「需要減少」が最も大きく影

響しており、建設業では「仕入遅延又は困難」（国内製品 34.4％、海外製品 31.3％）と

なっている。 

 『新型コロナウイルス感染症への対策・対応』では、「実行しなかった」と回答した

27％を除く事業者が何らかの対策・対応を行っており、「製品・商品の在庫による確保」

や「事業計画・財政計画等の修正」、「従業員の休暇・手当等の対応」が多くなっている。 

 『新型コロナウイルス感染症に関連した各種支援策の利用状況』では、全体の 87％の

事業者が何らかの支援制度を活用しており、持続化給付金（26％）、各種コロナ貸付

（21％）、鉾田市各種支援事業補助金（23％）と減少した売上の補填や資金繰り対策で

の活用が多いことがわかる。 

 

（３）経営上の問題点 

 『経営上の問題点』についてみると、全業種において「原材料（仕入）価格の上昇」

が最も多く、以下、「売上（受注）不振」「人件費の上昇」とコスト面・需要面に問題を

抱えていることがわかる。 

「原材料（仕入）価格の上昇」以外では、小売・サービスなどの商業系の業種では、「売

上（受注）不振」や「人件費の上昇」、「顧客・消費者ニーズの変化」を挙げており、建

設・製造などの工業系の業種では「労働力不足」や「諸経費（物流、物件費等）の上昇」

などが問題となっている。今後の支援策の立案においても業種ごとの課題に対応したき

め細やかな対応が求められる。 


